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米国公認会計士協会（ ）は、証明業務（ ）を、 会計士が、
他の当事者の責任である書面の主張の信頼性に関して、書面の結論を表明する
業務（ ）と定義し、 証明業務 として、 検




ての検証行為を適用した場合に 監査 という名称を付すこと、 証明業務
という名に値するには、会計士は、書面による主張について、書面による結論
を表明する必要があることに関してはコンセンサスが存在する 。
また、 は、公認会計士（以後、 会計士 、文脈によって、 監査人
という）が、財務諸表に関与する類型として、 監査 、 レビュー 、及び、 調
製（ ） を、また、会社の類型として、 公開会社 （ ）
と 非公開会社 （ ）を定めている。そして、銀行、規制会社
等の例外はあるが、公開会社には、監査が義務づけられており、非公開会社は、
原則的に、レビュー又は調製を行うものと想定されている。
なお、 のジェンキンスレポート（ ［ ］）は、会社を公開会
社と閉鎖会社に分類し、監査人の関与を次のように述べている。
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このような状況に対応するために、 が、 年に設置した 保証業
務特別委員会 （通称 エリオット委員会）は、カナダ勅許会計士協会（ ）
と共同で行った調査研究により 年に、 高齢者介護、 健康・医療サー
、
、 、
ビス提供機関の業績測定、 電子商取引、 リスク評価、 情報システム
の信頼性、 事業の業績測定、から構成される 種類の 保証業務
（ ）を開発した。しかし、この 保証業務 は、従来、
会計士が提供してきた 保証に関わる業務 とは異なるので、どのような性格
を付与すべきかが重要である。
は、 年に、 保証業務基準 を新たに公表することで対応し、
は、既存の 証明業務基準 を改正することで対応し、国際会計士連
盟（ ）は、 と同様に、 保証業務基準 を新たに公表する方向で対
応するために、 回の 公開草案 を発表後、 年に保証業務を国際監査基
準 として公表し、そして、わが国は、周知のように、 年 月に企業会
計審議会から 財務情報等に係る保証業務の概念的枠組みに関する意見書 を
公表している。
そこで、本論稿は、 伝統的非監査業務 を中心として、 非監査業務 にお
ける会計士の法的責任を検討することを目的とする。本稿においては、 伝統



























































































































職は、 年に、歴史的財務諸表に対する 種類の非監査業務としての 調製
と レビュー を規定する 号を公表した。この基準書では、 調製 は、
財務諸表にいかなる保証も提供することなく、経営者の陳述である情報に基づ
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また、クライアントの 将来財務諸表 （ ）
に関わる会計士の関与の増加は、業務の詳細な内容と水準の必要性を高めるよ
うになったので、 は、 年に、 将来財務情報に関わる会計士業務の
基準書（ ） を公表した。ここでは、 検証業務 に加えて、 調製





























































































































































































































































































































べきであるという 公的な要請 （ ）に基づくものであ
るという見解

















































唯一存在したのが、 監査手続書 （ ）
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号であり、そこにおいては、未監査財務諸表に対しては意見が表明されてはい






この事態を憂慮して、 年 月に、 は、会計士の財務諸表への関
与の形態を、いかなる保証も提供しない 調製 と、限定された保証を提供す
る レビュー を規定する、 号を公表した。そこで、以下においては、
号公表以前に提起され、たぶん、それを公表させる原因となった判












常過失 （ ）について責任を負う 。
前述の テナント社事件 において、裁判官の判断を悩ましたものは、クラ




















を本質の観点から見直して、会計士の業務は 実質的監査 （ ）
であると解釈したのである。裁判所は、会計士の現在及び過去の業務の実態を
















号は、保証水準の異なる 調製 及び レビュー という 種類の











第 号の公表によって明らかにされた 調製 及び レビュー は、監
























































このように、 号の公表以前において、 監査業務 と 非監査業務
との区別を考慮しなかったように、その公表後においても、裁判所は、
号でなされている規定や定義に基づいて、注意義務の水準 や 責任





るや、業務が 調製 であるのか レビュー であるのかの区別は、重要では
なくなる。さらに、契約した業務は 監査業務 とは異なり 低い注意義務水
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